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砕石 ドレーン工法による埋設管路の液状化対策
に関する実験的研究

吉 田雅 穂*・ 北 浦 勝**・ 宮 島 昌 克***・

大 石 博****

 埋設管路の液状化被害軽減のための対策として, 砕石ドレーン工法を適用し実験的に

検討を行った. まず, 砕石 ドレーン工法の液状化防止効果が周辺地盤の挙動に与える影
響とその範囲について検討を行い, 特に液状化時の埋設管路の破壊要因の一つである地

盤沈下に注目し, 砕石の打設された飽和砂地盤での地盤沈下特性を明らかにした. つぎ

に, 管路の周囲に砕石柱を打設した場合の地盤と管路の挙動を, 無対策地盤での挙動と

比較検討を行い, 本工法の埋設管路への適用に関する有効性および問題点を指摘した. 
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1. ま え が き

 埋設管路に液状化対策 を施す場合, 新設管路に対して

は管体強度の増加や継手の柔構造化など, 管体自体の耐

震性を向上させる対策が一般的である. しかし, 既設管

路への対策のように管路の改良が行えない場合には, 地

盤改良, すなわち管路周辺地盤の液状化抵抗力を増加さ

せる対策について検討する必要がある. ところで, 地盤

改良による液状化対策工法を既設管路に適用するに当っ

ては, 対策そのものの有効性 はもとより, 対策工法その

ものが管路に及ぼす地盤変状などの影響軽減が, 重要な

検討課題となる. ま た, 新設, 既設 にかかわらず, 埋設

管路のような線状で広範に亘る構造物への対策において

は, 施工費用と絡んで対策範囲の決定も重要な課題であ

る. 

 地盤改良による液状化対策工法として, 締固め工法, 

排水工法, 固結工法, せん断変形抑制工法, 地下水位低

下工法, 置換工法など, その対策原理ごとに現在までに

数多くの工法が提案 されている1). その うち, 排水工法

の一つである砕石 ドレーン工法は, 低騒音でしかも周辺

地盤に振動などの影響をほとんど与えないという施工上

の特徴を有 しているため, 市街地および既設構造物近傍

での施工に適した工法であると言われている2)3). しか

し一方, 本工法の対策原理が過剰間隙水圧の早期消散を

目的としていることから, 過剰間隙水圧の消散に伴う間

隙水の排水によって生 じる, 地震後の地盤の残留沈下が

問題点として指摘されている4). 

 そ こで, 本研究ではまず, 砕石 ドレーン工法施工地盤

周辺部での地盤沈下の特性を明らかにして, 本工法の液

状化防止効果とその影響範囲に関して検討を行う. つ ぎ

に, その検討結果を踏まえながら, 砕石 ドレーン工法施

工地盤における地盤と埋設管路の挙動を明らかにし, 本

工法の有効性と問題点に関して検討を行う. 

 2. 地 盤 沈下の特性 に関 する実験

 本章では, 砕石 ドレーン工法施工地盤周辺部での地盤

沈下特性を捉えるため, 従来より液状化対策の主流であ

る, 地盤の密度増大を目的とした工法(以 下, 締固 め工

法と称する)を 比較対象とし, 1両者 の実験結果を比較検

討 した. その目的は, 透水効果を持たない締固め工法と

比較することによって, 砕石 ドレーン工法の透水効果が

周辺の砂地盤の沈下に与える影響を明らかにすることに

ある. 

 なお, 本実験では基礎的で定性的な特性を把握するこ

とに重点をおいているため, 相似率については特に考慮

していない. 以下文中では, 地表面をG. L. と表 わし, 

地表面から深 さ方向への距離は, たとえば100mmの 場

合, G. L. 一100, ま た, 改 良地盤と非改良地盤との境

界はB. D. と し, 地盤境界部から非改良地盤側への距離

は, たとえばB. D. -100と 表示 している. 

(1)実 験概要

 a)実 験装置および入力条件

 : Fig. 1に 実験装置の概要を示す. 振動台(島 津製作所

製, EHV-3)上 に設置し た鋼製の砂箱(幅500× 長 さ

1500× 高 さ350mm)内 に模型地盤を作成 した. 同地盤

は, 非改良地盤(幅500× 長 さ1000× 高 さ250mm)と

改良地盤(幅500× 長 さ500× 高 さ250mm)か ら成って

いる. 非改良地盤は, 石川県手取川の川砂を用いて水中

落下法により作成した, 飽和した緩詰め砂層である. 改

良地盤としては, 砕石 ドレーン工法施工地盤と締固め工

法施工地盤の2種 類があり, 前者はコンクリー ト骨材用
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の5号 砕石を密に詰めて作成 し, 後者はあらかじめ水中

落下法により作成した緩詰め砂層を300gal(3. 0m/s2), 

5Hzの 正弦波で3分 間加振 して作成 した. なお, 非改

良地盤と改良地盤の境界部にはナイロン製のメッシュを

施し, 両地盤間の砂の移動を防止 している. Table 1に

実験に用いた砂と砕石, および模型地盤の物理定数を示

す. 入 力は, 5秒 間で最大加速度(60gal(0. 6m/s2), 

80gal(0. 8m/s2), 100 gal(1. 0m/s2)の3ケ ース)に

達し, その後約25秒 間一定振幅の5Hzの 調和波であり, 

入力方向は砂箱の長手方向である. なお, この加振振動

数は, 本砂地盤が最も液状化しやすい振動数である. 

 b)計 測方法

 加振中は, 砂箱に貼付した加速度計(東 京測器研究所

製, 最大 ±2G(19. 6m/s2), AM2)で 入 力加速度を

計測するとともに, 模型地盤の単位体積重量と同 じにな

るよう調整 した同型の加速度計と, 水圧計(豊 田工機製, 

最 大0. 5kgf/cm2(49 kPa), PMS-5 M)を 地盤内に設

置 し, 地盤応答加速度および過剰間隙水圧を計測した. 

また, 加振前後に地盤厚を測定 し, その差から最終地盤

沈下量を求めた. 

(2)実 験結果および考察

 a)改 良地盤での液状化防止効果

 本章では, 砕石の打設された地盤の周辺部における地

盤沈下特性を明らかにすることを目的としているが, ま

ずここでは改良地盤内, すなわち砕石内での液状化防止

効果につ一いて検討する. 

 Fig. 2は 入 力加速度約80 ga1(0. 8m/s2)の ケースに

お ける入力加速度お よび改良地盤 と非改良地盤 内

Fig. l General view of test apparatus. 

■Acceierometer

●Water pressure meter

Table l Physical properties of sand, gravel and

 sand layer(1 gf/cm3=9. 8kN/m3). 

Fig. 2 Time histories of input acceleration and excess pore water pressure in improved and unimproved

 ground(1 gal=10-Zm/sZ, 1gf/cm2=98 Pa). 

(a)Gravel drain system

Input acceleration

Excess pore water pressure

Excess pore water pressure

(b)Sand compaction method

Inqut acceleration

Excess pore water pressure

Excess pore water pressure
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(G. L. -100, B. D. ±100)で の過剰間隙水圧の時刻

歴波形を示 したものである. 改良地盤内での過剰間隙水

圧を見ると, 砕石 ドレーン工法では全く発生 しておらず

液状化防止効果が確認できるが, 締固め工法では非改良

地盤の60%程 度 の水圧の上昇が見られる. 

 井合 らの実験結果によれば, 十分に締固められた地盤

であっても, 隣接 した非改良地盤の液状化に起因する浸

透流により, 締固め地盤に過剰間隙水圧が伝達されるこ

とが明らかにされている5). この点に関 して, 本実験に

おいても同様な結果が得られたものと思われる. これに

対 して, 砕石 ドレーン工法の改良地盤内では, 非改良地

盤からの浸透流の影響によって過剰間隙水圧が上昇する

現象は確認できない. 

 b)非 改良地盤での液状化防止効果

 前項では改良地盤内での液状化防止効果について検討

したが, 次 にここでは非改良地盤内, すなわち砕石の打

設 された改良地盤に隣接する, 飽和した緩詰め砂層での

過剰間隙水圧の発生状況について検討する. 

 : Figs. 3, 4は 入 力加速度および非改良地盤内(G. L. 

-100, B. D. 一100)で の過剰間隙水圧の時刻歴波形を

示 したものである. 過剰間隙水圧が初期有効上載圧(こ

の場合8. 4gf/cm2(82. 3Pa))に 等 しくなった時を完全

液状化と見 なすと, : Fig. 3の 入 力加速度約80 ga1(0. 8

m/s2)の ケースでは, 砕石 ドレーン工法は完全液状化

に至っておらず, 締 固め工法と比較して過剰間隙水圧の

蓄積緩和 と消散促進の効果が確認できる. 一方, : Fig. 4

の入 力加速度約100ga1(1. Om/s2)の ケースでも: Fig. 3

と同様の傾向が見られるが, 入力加速度が大きいため砕

石 ドレーン工法においても完全液状化に近い状態まで過

剰間隙水圧が上昇している. 

 : Fig. 5は 入力加速度の異なるケースにおける, 非 改良

地盤内(B. D. 一100)で の深さ方向の最大過剰間隙水

圧比の分布を示 したものであり, 図中の数値がその入力

加速度の最大値である. 本実験で用いた模型地盤におい

て, 初 めて過剰間隙水圧の発生が認められた入力加速度

約60gal(0. 6m/s2)の ケースでは, 両工法の最大過剰

間隙水圧比はほぼ同程度となっている. しかし, より大

きな加速度のケースでは, 同 レベルの加速度に対する両

工法の最大過剰間隙水圧比の値に明確な差が生 じてお

り, 砕石 ドレーン工法の方が同一加速度に対する液状化

抵抗力が大きいことが分かる. : Fig. 6は 入力加速度約80

gal(0. 8m/s2)の ケースにおける, 非 改良地盤内での

深さ方向の最大過剰間隙水圧比の分布を, 改良地盤から

の距離(図 中の数値)ご とに示したものである. 締 固め

工法では改良地盤からの距離にかかわらず非改良地盤内

でほぼ一様な過剰間隙水圧の上昇傾向があるのに対 し, 

砕石 ドレーン工法では改良地盤に近いほど最大過剰間隙

水圧比が小さくなる傾向にあり, 特 にB. D. 一200付 近

までの地盤においてその傾向は顕著である. 以上のこと

から, 砕石 ドレーン工法を施工することにより改良地盤

周辺部での液状化抵抗力が増加し, 改良地盤だけでなく

その周辺の非改良地盤でも最大過剰間隙水圧比の低下が

Fig. 3 Time histories of input acceleration and excess pore wa-
 ter pressure in unimproved ground for 80 gal(0. 8m/s2)
 input acceleration(1 gf/cm2=98 Pa). 

(a)Gravel drain system

Inqut acceleration

Excess pore water pressure

(b)Sand compaction method

Input acceleration

Excess pore water pressure

Fig. 4 Time histories of input acceleration and excess pore wa-
 ter pressure in unimproved ground for 100 gal (1. O
 m/s2)input acceleration(1 gf/cmZ=98 Pa). 

(a)Gravel drain system

Input acceleration

Excess pore water pressure

(b)Sand compaction method

Input acceleration

Excess pore water pressure
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期待できることが分かる. 

 ここで, 地盤の改良範囲について検討する. 締固め工

法による改良地盤は, 前述のように隣接 した非改良地盤

の液状化に起因する浸透流の影響を受けるため, 改良範

囲の決定においてはその影響を考慮する必要がある5). 

一方, 砕石 ドレーン工法による改良地盤では, 前述のよ

うに過剰間隙水圧の発生が抑制され, その効果は改良地

盤周辺部の非改良地盤でも期待できる. したがってこれ

らのことは, 過剰間隙水圧の抑制という点で, 砕石 ドレー

ン工法の方が同一改良範囲に対する影響範囲は大きく, 

改良地盤の対策程度が同じならば, 締固め工法より狭い

改良範囲でも地盤全体としては同程度の対策効果が得ら

れることを示唆している. 

 c)非 改良地盤での地盤沈下特性

 以上の実験結果より, 砕石 ドレーン工法によって改良

地盤内, さらにその周辺の非改良地盤内においても液状

化防止効果が期待できることが明らかとなった. ここで

は, この効果が非改良地盤での地盤沈下特性に与える影

響について検討を行う. 

 Figs. 7, 8は 非改良地盤での地表面沈下率を, 改良地

盤か らの距離 ごとに示 したもので あ り, それ ぞれ

Figs. 3, 4の ケースと対応 している. な お, 地表面沈下

率 とは地盤沈下量を初期地盤厚で除した地盤ひずみの値

であり, 百分率で表示されている. 土槽壁の影響の比較

的少ないB. D. -300ま での結果 に注 目すると, Fig. 7

の入力加速度約80gal(0. 8m/s2)の ケースでは, 砕石

ドレーン工法の方が締固め工法に比べて地表面沈下率が

小 さくなっている. このケースではFig. 3か ら分かるよ

うに, 砕石 ドレーン工法では完全液状化に至っておらず, 

最大過剰間隙水圧比は締固め工法より小さな値となって

いる. しかし, Fig. 8の 入力加速度約100 gal(1. Om/s2)

のケースでは, 両工法ともに地表面沈下率はほぼ同程度

であり, Fig. 7よ り大きな値となっている. このケース

ではFig. 4か ら分かるように, 両工法ともに地盤全体が

完全液状化となっていた. したがって, 砕石 ドレーンエ

法においては締固め工法と比べて過大な地盤沈下が発生

していないことから, 本実験における砕石 ドレーン工法

施工地盤周辺部における過剰間隙水圧の早期消散効果

は, 文献4)で 指摘されている間隙水の排水よりも圧力

の移動が支配的であったと言える. すなわち, 砕石の周

辺地盤において, 過大な排水を伴わない圧力逸散効果が

発揮されたのではないかと考えられる. 

 Fig. 9は 入 力加速度60～100 ga1(0. 6～1. 0m/s2)の

ケースにおける, 入力加速度と非改良地盤での地表面沈

下率の関係を示 したものである. 図中の実線および破線

は各工法の実験結果を一次回帰 したものである. ば らつ

きはあるものの, 両工法ともに入力加速度の増加に伴い

Fig. 5 Maximum excess pore water pressure ratio in relation to

 input acceleration(Values in figure are input accelera-

 tion in gal(1 gal=10-2m/s2)). 

Maximum excess pore water pressure ratio

Fig. 6 Maximum excess pore water pressure ratio in relation to

 distance from improved ground (Values in figure are

 distance from inproved ground in mm.). 

Maximum excess pore water pressure ratio

Fig. 7 Settlement relation to distance from improved
 ground for 80 gal(0. 8m/s2)input acceleration. 

○□ Gravel drain system

● ■Sand compaction method

Fig. 8 Settlement ratio in relation to distance from improved

 ground for 100 gal(1. O m/s2)input acceleration. 

○□Gravel drain system

●■Sand compaction method
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地表面沈下率が増加する傾向が窺える. また, 締 固め工

法では改良地盤からの距離に対 してほとんど変化がない

のに対し, 砕石 ドレーン工法では改良地盤に近いほど直

線の勾配が緩やかとなっており, 改良地盤近傍での地盤

沈下の抑制効果が確認できる. 

 これ らの関係は, Figs. 5, 6で 示 した最大過剰間隙水

圧比と, 入力加速度および改良地盤からの距離との関係, 

すなわち砕石 ドレーン工法を締固め工法と比較 した場合

の, 同一加速度に対 して液状化抵抗力が大きく, またそ

れは改良地盤近傍で顕著となる現象と非常によく似た傾

向を示している. そ こで以下では, 非改良地盤での地盤

沈下と最大過剰間隙水圧比との関係について検討する. 

 Fig. 10は 入 力加速度60～100 ga1(0. 6～1. 0m/s2)の

ケースにおける, 非改良地盤内(G. L. 一100, B. D. 

一100～300)で の最大過剰間隙水圧比と, それぞれの

位置における地表面沈下率との関係をプロットしたもの

である. ともに最大過剰間隙水圧比が1. 0の 所 に地表面

沈下率の大きな点が多く分布 しているのが分かる. また, 

両工法を比較すると, 前述の砕石 ドレーン工法の最大過

剰間隙水圧比の低減効果により, 締 固め工法に比べて最

大過剰間隙水圧比の小さな所に砕石 ドレーン工法の点が

多く分布 しているのが分かるが, 同図より各工法独自の

特性を見い出すことはできない. このことは, 改良地盤

周辺部での沈下特性は, 工法の種類にかかわらず最大過

剰間隙水圧比の影響を受けており, 最大過剰間隙水圧比

を1. 0未 満 に抑えることによって地盤沈下が低減される

ことを示 している. 

 3. 埋 設 管路の挙動 に関す る実験

 液状化地盤における埋設管路の破壊要因としては, 前

章で取 り上げた(1)地盤沈下に加え, (2)地盤 の側方流動, 

過剰間隙水圧により管体に作用する(3)浮力, 液状化が十

分に発達 していない部分的液状化状態(不 完全液状化)

での液状化部と非液状化部の地震応答の違いによる(4)地

盤の動的振幅などが上げられる. 埋設管路に対する液状

化対策として地盤改良による工法を採用するに当って

は, 地盤改良によって生じる地盤物性の変化や地盤変状, 

さらに上記の各破壊要因に対する管路の安全性などにつ

いて検討する必要がある. 

 前 章では, 砕石 ドレーン工法施工地盤における地盤変

状として特に地盤沈下に着目して模型実験を行い, 砕石

ドレーン工法によって周辺地盤の最大過剰間隙水圧比を

低下させることにより, 地盤沈下を抑止することが可能

であることを示 し, 上記要因の(5)地盤沈下に対する砕石

ドレーン工法の対策効果を示唆 した. そこで, 本章では

管路模型を用いた模型実験を行い, 砕石 ドレーン工法施

工地盤における地盤と埋設管路の挙動に着目し, 上記の

各破壊要因に対する管路の安全性について検討を行っ

た. すなわち, 各要因によって生 じる管路模型や模型地

盤の動的, および静的挙動を, 対策地盤と無対策地盤と

Fig. 9 Relationship between input acceleration and settlement
 ratio(1 gal=10-2m/s2). 

(a)B. D. 一100

-◎-Gravel drain system

●Sand compaction method

(b)B. D. 200

-e-Gravel drain system

-●-. Sand compaction method

(c)B. D. 一300

… Gravel drain system

● Sand compaction method

Fig. 10 Relationship between maximum excess pore water

 pressure ratio and settlement ratio. 

○ Gravel drain system

● Sand compaction method
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で比較 し, 砕石 ドレーン工法の対策効果について検討す

るとともに, 砕石 ドレーンの打設間隔(1)や 打設幅(W)

(Fig. 11参 照)に よる影響についても検討 した. それ ら

の実験条件をTable 2に 示す. なお, 本実験でも相似率

については特に考慮 しておらず, 定性的な挙動特性を捉

えることを目的としている. また, 埋設 管路の破壊要因

である(2)地盤 の側方流動に関 しては, 実 験での地盤条件

が他と異なるため本実験では特に取り扱っていないが, 

別途検討を要する重要課題である. 

 既設 の埋設管路に砕石 ドレーン工法を適用する場合, 

管路の両脇に トレンチを掘 り, そ こを砕石で埋め戻す方

法6)が考えられるが, 改良範囲が広い場合は大量の砕石

が必要となり深層への対策も困難であるため, 経済性, 

施工性の点から問題があると考えられる. そ こで本実験

では, 砕 石 ドレーン工法として円柱状の砕石(以 下, パ

イルと称す)を 打設する方法を採用した. 

(1)実 験概要

 a)実 験装置および入力条件

 Fig. 11に 実験装置の概要を示す. 振動台, 砂箱, 砂, 

砕石 は前章の実験で用いたものと同一のものである. 模

型地盤(幅500× 長 さ1500× 高 さ200mm)は, 水 中落

下法により作成 した飽和 した緩詰め砂層である. 管路模

型(直 径20mm, 長 さ1000 mm)は ウ レタンゴム製の丸

棒(十 川ゴム製)を 使用し, この丸棒に125mmの 等間

隔で8箇 所に鉛製の板重 りを巻き付け, 模型地盤 との単

位体積重量の比が実際の管と地盤との単位体積重量の比

(実際の管 実地盤=1. 71. 9)に 等 しくなるよう調整

した. パ イル模型(直 径50mm, 高 さ200 mm)に は, 

自立 させるため目の粗 さ2mmの 比較的剛性のある金網

を用い, その中に砕石を密に詰めて作成 した. また, 金

網の周囲には砂の混入 を防ぐためのナイロン製のメッ

シュを被せ, それを管路模型の両側に千鳥状に配置した. 

Table 3に 管路模型, パ イル模型および模型地盤の物理

定数を示す. 入 力波は前章と同様であり, 最大加速度は

全ケースとも200ga1(2. Om/s2)と した. 

 b)計 測方法

 加振中は, 砂箱に貼付した加速度計で入力加速度を計

測するとともに, 地盤内に設置 した加速度計と水圧計で, 

地盤応答加速度および過剰間隙水圧を計測 した. また, 

管路模型の加振中の挙動を知るため, 管路模型上面の中

央部 と, その位置から一端方向へ125mm間 隔で計4箇

所に歪ゲージ(東 京測器研究所製, PL-5-11)を 接着 し, 

管路歪を計測 した. 

(2)実 験結果および考察

 a)過 剰 間隙水圧比

 Fig. 12は 各ケースの管路模型設置深さでの過剰間隙

水圧比の時刻歴変化を示したものである. 対策地盤では, 

無対策地盤(NC)と 比 べて液状化の継続時間が短縮 し

ている様子が良 く分かる. また, パ イルの打設間隔を変

化させた場合(間 隔変化Variati0n of I)で は, 間隔

を小さくすることにより過剰間隙水圧の蓄積緩和と消散

促進の効果が確認でき, パ イルの打設幅を変化させた場

合(幅 変化Variati0n of W)に おいても, 幅 を小さく

することにより同様の効果が得られた. 

 b)地 盤沈下

 Fig. 13は パ イルによって囲まれた内側の部分での地

盤沈下量をケースごとに示したものである. 間隔変化お

よび幅変化の場合ともに, 無対策地盤た比べて地盤沈下

Fig. 11 General view of test apparatus. 

- Acceleromete

 Water pressure meter
- Strain gauge

Table 2 Conditions tests. 

Table 3 Physical properties of pipe, gravel pile and sand layer

(1kgf/cm2=98 kPa, 1gf/cm3=9. 8 kN/m3). 
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が低減されており, 打設間隔および打設幅が小さいほど

その傾向は顕著となっている. この現象は, 前章で明ら

かにした砕石 ドレーン工法施工地盤の沈下特性を反映 し

たものであり, パ イルの圧力逸散効果により外側の地盤

に比べて内側の地盤の過剰間隙水圧が低く抑えられたた

めに生 じたと判断できる. 

 このように, パ イルによる管路埋設位置での地盤沈下

抑制効果を示すことができたが, その結果パイルで囲ま

れた管路埋設地盤とその外側の地盤との間に地盤高低差

が生 じることとなった. Fig. 14は 両 地盤間の沈下量の

差を示 したものであるが, 打設間隔や打設幅が小さいほ

ど地盤高低差が大きくなることが分かる. 実際の埋設管

路では1本 の管から何本もの管が分岐しているのが一般

的であり, このことは, も し主要な管だけに対策を施 し

た場合, 主管と枝管との継手部分において, 地盤の不等

沈下による破壊の危険性があることを示唆している. し

たがって, 対策に当っては適正な改良範囲を決定する必

要があり, 新設の場合には可擁性管路の採用などの工夫

が必要である. 

 c)管 路浮上

 Fig. 15は 加振終了後 における管路模型の鉛直方向移

動量をケースごとに示 したものであり, すべて上昇量で

ある. なお, 上 昇量 とは加振終了後に5つ の地点で測定

した管路模型上載地盤厚の減少量の平均値であり, 管路

模型の浮上量と上載地盤の沈下を含めた, 管路模型埋設

地盤に対する相対浮上量である. 

Fig. 12 Time histories of excess pore water pressure ratio. 

(a)Variation of/

110

115

120

NC

(b)Variation of W

W10

W15

W20

NC

Fig. 13 Settlement of inner ground

 surro13 Settlement of inner ground 

(a)Variation of

(b)Variation of W

Fig. 14 Difference of settlement between

 inner and outer ground surrounded 
by gravel piles. 

(a)Vriation of W

(b)Variation of W

Fig. 15 Vertical displacement of pipe. 

(a) Variation of I

(b)Variation of W
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 間隔変化および幅変化の場合ともに, 無対策地盤に比

べて浮上量が低減されているのが分かる. 液状化過程に

おいて埋設管路に作用する浮力と重量との差は, 管路に

より異なるがおよそ完全液状化に近づいた時に初めて上

向きに生 じ始める7). すなわち, 過剰 間隙水圧比の高い

状態が長 く継続するほど, 浮上量は増加すると言える. 

したがって, パ イルによって地盤の液状化抵抗力を増加

させることによって, 管路浮上の抑制が可能となる. 

 d)地 盤 の動的振幅

 Fig. 16は 管路模型埋設深 さでの加速度応答倍率, す

なわち入力加速度に対する地盤応答加速度の最大値の比

をケースごとに示したものである. 全 ケースとも最大値

の発生時期は過剰間隙水圧の消散時であり, 地盤が不完

全液状化状態となり外力と共振 したため, 入力加速度よ

り大きな応答を示したものと思われる. また, 間隔変化

の場合では, 間隔が小さいほど加速度応答倍率が大きく

なる傾向を示 し, 幅変化の場合では打設幅に関係なくほ

ぼ一定となっている. 

 液状化砂中の杭構造物の動的挙動に関する実験によれ

ば, 過剰間隙水圧の上昇により地盤の剛性が低下し, す

なわち不完全液状化状態となって一時的に地盤が外力と

共振状態に入 り, 杭模型が地盤震動に強制加振されるとA

Fig. 16 Magnification of response acceleration of ground. 

(a)Variation of /

(b)Variation of W

Fig. 17 Time histories of input acceleration, excess pore water

 pressure and pipe strain(1 gal=10-Zm/s2, 1 gf/cm2=98
 Pa). 

Input acceleration

Excess pore water pressure(NC)

Pipe strain(NC)

Excess pore water pressure(115, W15

Piue strain(115, V6'151

Fig. 18 Relationship between excess pore water pressure ratio
 and vibration strain. 

(a)Variation of

Excess pore water pressure ratio

→110

一115

 l20
-●-NC

(b)Variation of W

Excess pore water pressure ratio

-◆-W10

-T-W15

 W20

-●-NC
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いう結果が得 られている8). 本 実験においても, 地盤応

答加速度の最大値は過剰間隙水圧消散時, すなわち不完

全液状化時に生じており, パ イルが加振方向にロッキン

グ運動 している現象 も目視できた. したがって前述の

Fig. 16(a)の 傾 向は, 打設間隔が小さいことによって, 

打設方向のパイル周辺地盤の拘束が強 くなり, パ イルと

パイルに囲まれた地盤とが一体 となって外力と共振 し, 

管路模型埋設位置の地盤が大きく振動したことが原因で

あると推測される. 

 e)管 路歪

 Fig. 17は 入力加速度, 管路模型埋設深 さでの過剰間

隙水圧, お よび管路模型に生 じた歪(Fig. 11のs2)の

時刻歴波形を, 無対策地盤(NC)と 対策地盤(115, W

15)の2ケ ースについて示 したものであり, 本実験の典

型的な結果の一例である. 液状化時の管路破壊に結びっ

く管路の挙動としては, 地盤の沈下や側方流動, 管路浮

上などによる管路の曲げと, 地盤-管 路からなる振動系

が外力と共振 して生 じる管路の振動7)が挙げられる. こ

こでは, 管路に生 じる歪を, 前者は初期状態からの中立

軸の移動からなる残留歪, 後者は歪振幅からなる動歪9)

として捉えて検討を行った. 

 残留歪については, 両 ケースとも加振開始後約2秒 で

発生しており, その時期は過剰間隙水圧の上昇時と一致

しているが, これは主に地盤が軟化 して管路模型周りの

地盤の拘束力が低下したため解放された初期歪であると

考えられる. 無対策地盤では, 管路模型埋設位置付近の

地盤は下方からの上向き浸透流のため液状化が長く継続

し, 加振開始後約20秒 まで僅かではあるが残留歪の変化

が生 じている. しかし, 対策地盤では, パ イルによる過

剰間隙水圧の早期消散効果によって液状化が早期に終了

し, 加振開始後約7秒 以降は残留歪の変化を生 じていな

い. つ ぎに動歪については, 両ケースとも過剰間隙水圧

がピークに達 した後発生 し始めている. 無対策地盤では

その後ほぼ一定値の動歪が継続しているが, 対策地盤で

は残留歪と同様に加振開始後約7秒 以降は動歪を生じて

いない. したがって, 対策を施した場合には動歪の継続

時間, および残留歪の変化 している時間に関しては短縮

効果があると言える. 

 しか し, 動歪 の最大値に関しては対策地盤の方が大き

な値となっている. そこで, 対策地盤における動歪の卓

越する現象 について検討するため, Fig. 18に 示すよう

に, 管路模型埋設深さでの0. 5秒 おきの過剰間隙水圧比

と管路歪(S2)の 動歪成分の値 をプロットし, 各ケー

スにおける両者の関係を調べた. 過剰間隙水圧比が0. 7

～1. 0の あたり, すなわち不完全液状化時に動歪が卓越

する傾向が見 られるが, 同 じ過剰間隙水圧比でも各ケー

スによって動歪の値が異なることが分かる. 打設間隔

100mm(110)や 打 設幅100 mm(W10)の 場 合では無

対策地盤と同程度であるが, その他のパイルの打設間隔

や打設幅が大きいケースにおいて動歪が卓越する傾向を

示 している. この原因としては, パ イルの打設間隔や打

設幅の増加に伴って管軸方向の圧力逸散効果が不均一 と

なり, 管路周辺地盤に生じた不均一な地盤の動的振幅が

管路に作用 したためと考えられる. 

 4. ま と め

 本研究では, 埋設管路の液状化対策として砕石 ドレー

ン工法を取り上げ, 砕石 ドレーン工法施工地盤における, 

地盤 と埋設管路の挙動に関して定性的な模型実験を行

い, 本工法の有効性と問題点について検討を行った. 以

下に, その結果をまとめる. 

 (1)液 状化対策として砕石 ドレーン工法を施工 した

場合, 改良地盤周辺部の液状化抵抗力が増加 し, その傾

向は改良地盤近傍において顕著である. したがって, 砕

石 ドレーン工法では, 改良地盤だけでなくその周辺の非

改良地盤においても対策効果が期待できる. 

 (2)液 状化時の地盤沈下は最大過剰間隙水圧比と相

関がある. また, 砕石 ドレーン工法の液状化防止効果は

過剰間隙水圧の早期逸散が支配的である. したがって, 

砕石 ドレーン工法によって過剰間隙水圧の上昇が抑制さ

れた場合, 改良地盤周辺部の地盤沈下は低減される. 

 (3)埋 設管路の液状化対策として砕石 ドレーン工法

を施 した場合, 埋設管路近傍の液状化継続時間が短縮 し, 

過剰間隙水圧比の最大値が低減する. そのために, 管路

破壊の要因となる地盤沈下や管に生 じる浮力が低減する

とともに, 管路歪の継続時間が短縮 される. 

 (4)砕 石 ドレーン工法の効果とパイルの打設間隔お

よび打設幅には明確な相関関係があり, 概 してパイルを

密に打設 し埋設管路近傍の液状化抵抗力を増加させるこ

とが本工法の効果向上につながる. しかし本実験の範囲

内においては, パ イルの打設条件によって, パイルの強

制振動や, 圧力逸散効果の不均一さによる地盤の動的振

幅や不等沈下などが発生し, 管路破壊の危険性の高まる

場合がある. 

 以上, 模型実験によって, 埋設管路の液状化対策とし

て, 砕石 ドレーン工法が基本的には有効であることを指

摘したが, 対策の程度や範囲など実務的な設計法の確立

のためには, 定量的な実験や数値解析など, より詳細な

検討が今後必要である. 

 最後 に, 本研究を遂行するにあたり, 種 々ご教示を賜 っ

た金沢大学工学部 池本敏和技官に感謝の意 を表 しま

す. また, 実験やデータ整理に協力 していただいた, 金

沢大学工学部土木建設工学科防災工学研究室, な らびに

福井工業高等専門学校土木工学科の元学生諸氏にも厚 く

御礼申しあげます. 
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EXPERIMENTAL STUDY ON A COUNTERMEASURE AGAINST LIQUEFACTION 

FOR UNDERGROUND PIPELINES USING GRAVEL DRAIN SYSTEM 

 Masaho YOSHIDA, Masaru KITAURA, Masakatsu MIYAJIMA and Hiroshi OISHI 
 This paper deals with application of a gravel drain system to underground pipelines in 
 order to mitigate their damage due to liquefaction. Pipelines' damage in liquefaction 
 process is supposed to be caused by various factors ; buoyancy, dynamic response of 
 ground, ground deformation, etc. Two types of small scale test were conducted. The 
 first especially focused on the settlement of ground. Test results suggest that the settle-
 ment of sandy ground improved by the gravel drain system correlated to the maximum 
 excess pore water pressure ratio in the liquefiable ground. The second test was con-
 ducted to study the effects of the gravel drain system to performance of pipelines, and 
 to clarify the problems which should be solved before the gravel drain system is de-
 signed for underground pipelines. The gravel drain system can reduce the settlement of 
 ground around pipelines, and reduce the duration of vibration strains and floatation of 
 the pipelines. 
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